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定時制高校における「外国につながりのある生徒」への支援体制づくりについて 

―多文化支援情報交換会による教師の意識への影響に着目して― 
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１．研究の目的 

本研究がめざすのは、全国的な増加が予想されている

「外国につながりのある生徒」に対し、神奈川県が推進

している「支援教育」の文脈にもとづいて、多文化支援

情報交換会（以下、情報交換会と表記）を実施すること

が、教師の意識や行動に与える影響を示すことである。 

２．現状と課題 

Ｚ高等学校（定時制課程学年制普通科）は、2017年度、

全校生徒292名のうち「外国につながりのある生徒」が

約 40 名在籍していた。こうした生徒の支援について、

情報交換会や勉強会の重要さは指摘されてきたが、教師

間および教師と支援者の情報共有は充分でない。 

３．課題の解決方法と研究の実施・評価方法について 

本研究は、上記の現状と課題に対する、アクション・

リサーチの手法による解決の試みを、トライアンギュレ

ーション的に評価する。 

具体的な解決方法としては、１～４学年所属の教師が

最低１名ずつ参加する、情報交換会を月一回一時間程度

開催した。情報交換会は、教師および支援者が問題意識

を共有して、支援の計画を立て、実行し、評価する、と

いうサイクルで行った。筆者は、この会のファシリテー

ターとして参与観察した。 

なお、支援の計画は生徒の支援の向上を目指し、その

取り組みが教師の個人的なものから、集団化することを

ねらった。 

評価は主として、情報交換会を録音し作成した逐語録、

参加者の記入した「振り返り用シート」、半構造化イン

タビューで得た質的データから行った。 

これに加え、第１回の情報交換会の実施前に、Ｚ高校

の教師および支援者を対象に質問紙調査を行い、それを

川口（2008）が2002年度に東海地方の小中学校で実施

したデータと比較した。   

また、情報交換会に参加した教師および支援者に対し

て、すべての情報交換会が終了したところで、同じ質問

紙調査を行った。そこで得たデータからも教師の意識の

様子を分析し、評価した。 

４．結果と考察について 

課題解決の結果として見いだしたことは３点ある。 

１点目に本研究の実践初期におけるＺ高校教師の問題

意識を示した。日本生まれや幼少期に来日して、「生活

言語」を獲得している生徒に対して、なぜ「学習言語」

につまずきが生じるか、原因が特定できず、支援に苦慮

する意識が生じていることを論じた。 

２点目に支援に対する教師の意識の枠組を３つに整理

した。「補償論的視点」「参加論的視点」「連携視点」

に整理し、同僚性構築に最も重要な「連携視点」にもと

づく「日本語の授業の充実」という情報交換会での提言

が、「日本語の教科化の提案」を経て、支援者と教師の

連携による日本語の授業の構想という方向性に至ること

をみた。 

３点目に本研究の実践終期におけるＺ高校教師個々の

意識を調査し、「連携」視点の高まりを示した。特に、

教師と支援者の間の同僚性構築に本研究が寄与した、と

評価した。 

５．自身の実践家としての変容と今後の課題 

自身の実践家としての変容は、「情報交換」すなわち

「対話」が教師教育において同僚性を高めることの信念

形成である。また、この点をより明確に示す試みとして、

支援対象生徒について分析を行うシートとツールをもと

に、教師と支援者たちが「情報交換」すなわち「対話」

する手法を提案した。今後の課題としては、この手法の

効果検証を行うことの出来る、フィールドと参加者が、

定時制高校に限らず、広く俟たれる。 
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